
東京海洋大学・学術研究院・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１４

若手研究

2023～2021

複数電源を有する水中探査機向け非接触給電システムの開発

Development of a wireless power transfer system for underwater vehicles with 
multiple power sources

５０８１５６７８研究者番号：

米田　昇平（KOMEDA, Shohei）

研究期間：

２１Ｋ１４３５９

年 月 日現在  ６   ６ ２０

円     3,500,000

研究成果の概要（和文）：本研究課題では，自律型無人探査機や遠隔操作型無人探査機などの水中探査機向けの
非接触給電システムとして，複数電源を有する回路構成とその動作手法の検討を行った。これは，3組の送電コ
イルの電流の位相を比較することで，電力伝送を行いつつ，受電コイルの位置ずれ方向を検出できる点に特長が
ある。そして，位置ずれ方向検出後に，最も近い送電コルが共振動作となるように動作周波数を制御すること
で，負荷電圧，伝送電力，電力伝送効率が改善できることを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This research project investigates a circuit configuration with multiple 
power sources and its operation method as a wireless power transfer system for underwater vehicles 
such as autonomous underwater vehicles and remotely operated vehicles. This system is characterized 
by its ability to detect the misalignment direction of the receiving coil while transmitting power 
by comparing the phases of the currents in three sets of transmitting coils. After detecting the 
misalignment direction, the operating frequency is controlled so that the nearest transmission coil 
operates in resonance, thereby improving the load voltage, transmitted power, and power transmission
 efficiency.

研究分野： パワーエレクトロニクス，船舶海洋工学

キーワード： 非接触給電　高周波インバータ　水中探査機　共振周波数　複数送電コイル

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究課題では，水中探査機向けの非接触給電システムを検討し，特に複数電源を用いることによる利点を明ら
かにしている。そのため，複数送電コイルを利用する際の動作原理の理論解析に学術的意義があり，大容量向け
の非接触給電システムにも応用可能であると考えられる。本研究課題で明らかにした特性により，位置ずれ方向
の検出と共振周波数追従による電力伝送効率の改善が明らかとなった。そため，水中探査機の運用効率の改善が
期待でき，この点に社会的意義を有している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
１．研究開始当初の背景 

海底資源の調査や開発の場面において，自律型無人探査機（Autonomous Underwater Vehicle: 

AUV）や遠隔操作型無人探査機（Remotely Operated Vehicle: ROV）などの水中探査機が多く
利用されている。しかしながら，これらの探査機は搭載されたバッテリにより駆動されているも
のが多く，バッテリの容量がその活動時間や範囲を限定している。例えば，AUV は予め指示さ
れたプログラムにより運行されているが，バッテリの交換（もしくは充電）のために一度海面ま
で浮上し，さらに船上へ引き上げる必要がある。特に，浮上と潜行には多くの時間を必要とする
上に，引き上げ時にはダイバーによる補助が必要であるため，荒天時にはダイバーの安全確保に
問題が生じる。その結果，バッテリの交換作業は AUV をはじめとする水中探査機の運用のボト
ルネックと言える。  

これらの課題を踏まえ，水中探査機向けのバッテリ充電方法として，非接触給電技術の適用が
検討されている。非接触給電は，物理的に距離の離れた送受電コイル間で電力伝送を実現する技
術である。そのため，送受電間を電気的に絶縁でき，水中であっても安全に利用することが可能
となる。したがって，水中の給電ステーションに送電コイルを，探査機内に受電コイルを設置す
れば，水中にて探査機のバッテリの充電を完結することが可能となる。しかしながら，非接触給
電は電力伝送可能な送受電コイル間の距離が短く，また，コイル間の位置ずれに弱いという原理
的な課題を有する。それゆえに，非接触給電技術は主に定置型システムに適用されている。代表
例は電気自動車の充電器であり，駐車場に埋設された送電コイル上に電気自動車が停車するこ
とで給電を行う。この場合，電気自動車の操作や可動式コイルを用いることでコイル位置の調整
が可能であり，安定した電力供給が可能である。一方で，粘性流体である水中では，探査機自身
の操作による位置の微調整が困難であり，さらに，水中に設置する送電用コイルには，その故障
率を下げるためにシンプルな構成が必要となるため可動式コイルの適用は困難である。その結
果，非接触給電技術を水中探査機に適用するためには，シンプルな構成で位置ずれに強く，かつ，
信頼性の高いシステムを検討する必要がある。 

 

２．研究の目的 

本研究課題の目的は，水中探査機向けに送受電コイル間の情報通信無しで送受電コイルの位
置ずれ方向が検出可能な非接触給電システムを開発することにある。これは，複数台の高周波イ
ンバータを用いることで，電力伝送を担う電力変換器自身がコイルの位置ずれの方向を検出し，
電力伝送を行いつつ最適なコイルによる給電を実現する点に特長がある。検討する非接触給電
システムでは，3 組の高周波インバータと送電コイルを設け， 3 組の送電コイルから 1 組の受
電コイルへ電力伝送を行いつつ，高周波インバータ間の情報から位置ずれ方向の検出と電力伝
送特性の改善を図る。この際，送電コイル間に磁気干渉（クロスカップリング）が生じないコイ
ル配置とする。本研究課題では，動作原理を理論的に検討し，1 kW の実験装置により動作原理
の妥当性を確認する。 

 

３．研究の方法 

 本研究課題では，クロスカップリングが生じない 3 組の送電回路から 1 組の受電回路への給
電を目的とし，等価回路を用いた理論解析を実施し，試作した実験装置により理論解析の妥当性
を確認する。 

（1）実験回路 

 図 1に実験回路図を，表 1に回路定数を示す。送電側は電圧形 Hブリッジ高周波インバータ，
直列共振コンデンサ，送電コイルで構成されている。一方で，受電側はコンデンサインプット形
フルブリッジダイオード整流器，直列共振コンデンサ，受電コイルで構成されている。送電側が
3組ある点を除いては，一般的な非接触給電装置と同様である。 

 図 2 に送電コイルと受電コイルの写真を示す。送受電には同一のドーナッツ型コイルを使用
しており，外径 225 mm, 内径 110 mm，厚さ 6 mm，16回巻きである。また，送電側では送電
コイル間のクロスカップリングを除去するために，送電コイルの中心間距離を 130 mm 離して
重ね合わせている。これにより，送電コイル同士の磁気干渉を除去でき，動作周波数を適切に選
択すれば各送電コイルは独立な動作が可能となる。 

（2）等価回路と計測条件 

 図 2 に理論解析に使用する簡易等価回路を示す。高周波インバータは方形波電圧源とし，整
流器負荷は交流等価抵抗としている。ただし，理論解析では，簡単化のために方形波電圧の基本
波正弦波のみを考慮して行う。また，コイルの巻き線抵抗は負荷抵抗に対して十分に小さいため
無視している。 

 図 3に送受電コイルの配置と座標の定義を示す。3 組の送電コイル A, B, C の中心を座標の原
点とし，その直上に受電コイル D を配置し，これを初期状態と呼ぶ。このとき，受電コイル D

は 20 mm のギャップを設けており，これを z方向とする。この状態から，受電コイルを半径方
向 rと回転方向θに移動させ，位置ずれを模擬する。ただし，回転方向はコイルの直径 Rで規 

格化した値としている。また，各送電コイル間の結合係数の実測結果は 0.03 程度であり，その
結合はほぼ無視できる。 



４．研究成果 

（1）コイル電流の理論解析 

 図 4に送受電コイル間の結合係数の実測結果を示す。これは，角度をθ=60°に固定したまま
半径方向に（図 3の矢印に沿って）受電コイル D を 10 mm ずつずらした場合のものである。こ
の場合，受電コイル D は送電コイル A には近づき，送電コイル B および Cからは離れる。その
ため，送電コイル Aと受電コイル D 間の結合係数 kADは，受電コイルの位置ずれに伴い増加し
ている。一方で，他の送電コイルとの結合係数 kBDと kCDは減少する。 

 図 5 に図 2 の簡易等価回路を基に得た各送電コイルの電流位相の変化の計算例を示す。これ
は，角度をθ=90°に固定したまま，半径方向に受電コイル D を 10 mm ずつずらした場合のも
のである。この際，まず，受電コイル D が初期状態の位置（3組の送電コイルの中心）にあるた
め，各コイルの電源電源（インバータの出力電圧）の動作周波数は 3組のコイル共に共振状態と
なる周波数で動作させる。これは，各送電コイルから見て受電コイル D がほぼ等距離に存在し，
各結合係数がほぼ等しいため，理論的に求めることが可能な共振周波数 fhighである。そして，初
期位置の動作周波数を維持したまま受電コイル D に位置がずれ，送電コイル A の直上に向かっ
て受電コイル D を動かす。この場合でも結合係数 kADは増加しており，その結果，送電コイル
A を流れる電流の位相角θAは増加する。一方で，送電コイル B と C の電流の位相は受電コイ
ル D の位置ずれに伴い遅れ位相となっている。これは，各コイル電流の位相変化が結合係数に
依存していることを意味し，この位相の変化を用いることで，受電コイル D のずれ方向を検出
することが可能となる。 

  

  図 1 実験回路 

 

表 1 回路定数 

  

  図 2 理論解析用簡易等価回路       図 3 送受電コイルの座標の定義 

 

  

図 4 結合係数の測定結果の例      図 5 電流位相の計算結果の例 



（2）位置ずれ方向検出の実験結果 

 図 6に受電コイル D が初期位置にある
場合の各インバータの出力電圧と電流の
実験波形を示す。ここでは，3組のインバ
ータにおいて共振動作を担保できるよう
に，28.2 kHzで動作させている。図 6 よ
り，すべてのインバータは共振動作とな
っている。 

 図 7 に受電コイル D がθ=90°に方向
に 0.27R だけ変化した場合の実験波形を
示す。ここでは，動作周波数を受電コイル
D が初期位置にある場合の共振周波数で
ある 28.2 kHzのままとしており，送電コ
イル A の電流は進み位相に，送電コイル
B と C の電流は遅れ位相となっている。
その結果，各インバータの電流位相を比較することで，受電コイル D のずれ方向の検出が可能
となる。また，遅れ位相となるコイルにおいても，より遅れ位相になっているほど受電コイルは
離れていると判断できるため，3組のコイル電流の位相を比較することで，受電コイル D のず 

れ方向が推定可能である。 

 図 8 に 3 組のインバータお動作周波数を送電コイル A の動作周波数に追従させた場合の実験
波形を示す。このとき，受電コイルの位置ずれ状態は図 7と同様である。したがって，送電コイ
ル A では共振状態となり，他の送電コルでは遅れ位相状態のままとなっている。つまり，受電
コイルの位置ずれ方向検出後は，もっとも距離の近い送電コイルを主とした電力伝送を実現で
きる。 

（3）共振周波数追従による電力伝送特性の改善 

 図 9 に受電コイルに位置ずれが生じた際の共振周波数追従の有無の実験結果を示す。このと
き，図 7 および図 8 と同様に，受電コイル D がθ=90°に（つまり送電コイル A 側に）ずれた
場合を示す。ここで，共振周波数追従が無い場合とは，受電コイル D が送電コイル A 上にずれ
たにも拘わらず，各インバータが受電コイル D の初期位置の動作周波数で動作を続けた場合を
指し，図 7 の状態である。一方で，共振周波数追従がある場合とは，電コイル D が送電コイル
A 上にずれ，3 組のインバータお動作周波数を送電コイル A と受電コイル D 間の共振周波数に
追従させた場合を指し，図 8の状態である。 

 図 9(a)は負荷電圧である。共振周波数追従が無い場合は，位置ずれ大きくなるに連れて負荷電
圧が低下するが，追従有りとすることで，負荷電圧の低下を抑制できている。図 9(b)は各インバ
ータからの伝送電力であるが，共振周波数追従が無い場合であっても送電コイル A からの電力
伝送が最も多い。そして，追従有りとすることで，送電コイル A からの伝送電力は約 2 倍に増
加している。図 9(c)は受電電力である。これにおいても追従有りとすることで，受電電力が増加
している。ただし，受電コイル D が初期位置にあるときは 3 組の送電コイルから均等に電力伝
送ができているため，初期位置において最大受電電力として約 650 Wを得ている。そして位置
ずれが生じると，送電コイル A からのみの電力伝送が主となるため，共振周波数追従をしてい
る場合であっても受電電力は初期位置より低下する。図 9(d)は電力伝送効率である。このとき，
3組のインバータの合計電力を送電電力とし，それと受電電力の比を伝送効率として定義してい
る。共振周波数追従が無い場合は，位置ずれに伴って電力伝送効率は低下する。これは，結合が
低下することと，インバータの力率が低下することに起因している。一方で，共振周波数追従が
有る場合は，インバータを高力率で動作できているため，効率を改善できている。 

（4）電力伝送効率のマップ 

 図 10に電力伝送効率のマップを示す。これは，図 9と同様のデータをθ= - 30°~ 90°の範

   

  図 6 初期位置における実験波形      図 7 位置ずれがある場合の実験波形 

   

図 8 位置ずれ時に共振周波数追従を 

適用した場合の実験波形 



囲で計測し，カラーマップで示したものである。検討システムでは，送電コイルの厚みを無視し

た場合に 120度ごとに対称性があるため，θ= - 30°~ 90°までのデータを得ることでシステム

全体の特性が予測できる。 

 図 10(a)を見ると，初期位置近傍では高効率を維持できているが，位置ずれが大きくなると効

率の低下が顕著である。一方で，図 10(b)を見ると，共振周波数追従が有ることに起因し，広い

範囲で効率の改善ができている。したがって，検討システムは，受電コイルの位置ずれ方向を検

出しつつ，高い電力伝送効率を実現できている。 

    

        (a) 負荷電圧             (b) 送電電力  

   

(c) 受電電力                           (d) 電力伝送効率 

図 9 共振周波数追従の有無による電力伝送特性の実験結果 

 

 

(a) 共振周波数追従が無い場合     (b)共振周波数追従が有る場合 

図 10 電力伝送効率のマップ 
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